







本稿は、行政 （1） と NPO との協働に関して、研修派遣という手段を通して行政が
NPO の実態を理解していく過程についての考察を行うことを目的とするものである。
行政と NPO が今以上に協力関係を深めていくためには、それぞれの立場からの相互






本調査においては、日本 NPO センター （2） へ派遣された地方自治体職員 17 名と「市
民社会創造ファンド」に派遣された群馬県職員 1 名、「まちづくり情報センターかなが
わ」に派遣された我孫子市職員 1 名に対して、インタビュー調査及び 2 回のサーベイ
調査を行う形式を採用した。
派遣元自治体の内訳は千葉県 3 名、愛知県 3 名、群馬県 3 名、鳥取県 2 名、高知県








日本 NPO センターには 1999 年度から 2013 年度にかけて、断続的に 26 名の地方自
治体職員が研修生として派遣されている。
第 1 回サーベイ調査対象者の内訳は県庁職員 17 名、市職員 2 名であり、男女比は男
性 14 名、女性 5 名である。













に役立っていると回答している（図 2）。回答者の派遣されていた期間が 2001 年から






































派遣された年度に基づき前期 9 名（平成 13 年度から平成 17 年度）と後期 7 名（平成





その結果は、図 4 及び図 5 のとおりであった。














図 4　派遣前期における研修生の傾向（平成 13 年度から平成 17 年度）
派遣前 派遣終了時 現在
①親和力 18 34 37
②協働力 18 32 35
③ネットワーク力 18 35 37
④ NPO に対する理解力 18 44 43
⑤行動持続力 18 37 29
⑥課題発見力 18 35 35
⑦実践力 18 30 31















この点について、日本 NPO センターへ平成 25 年度までに合計 3 名の職員派遣を
行っている鳥取県を事例として、関係者に対するインタビュー調査を行った。
4.　鳥取県における協働の現状
574,250 人（平成 26 年 9 月 1 日現在）の推計人口を有する鳥取県は、鳥取砂丘や大
山を有し、山陰海岸ジオパークの一角を形成する地理的特色を持つ県である。人口の
大きさとしては、東京 23 区の杉並区（約 55 万人）とほぼ同程度の規模となっている。
鳥取県では、「鳥取力」という概念を用いて協働の推進を行っている。鳥取県未来づ
図 5　派遣後期における研修生の傾向（平成 18 年度から平成 21 年度）
派遣前 派遣終了時 現在
①親和力 14 25 26
②協働力 14 26 28
③ネットワーク力 14 24 22
④ NPO に対する理解力 14 27 32
⑤行動持続力 14 26 23
⑥課題発見力 14 27 29
⑦実践力 14 24 26







識は出てきていると思っています。10 年前は、それほど NPO を意識することはな
かったですが、今は本当に色々な場面で活躍されている NPO が出てきて、実際に
行政の中で補助金を出したりする時でも、お付き合いすることが増えてきています。































るのは、2 年や 3 年程度では、できるものでもない。（中原）


















る（学生人材バンク HP （6） より）。活動内容としては、鳥取県農林水産部耕地課事業農









































鳥取県では平成 26 年度までに、合計 3 名の職員を日本 NPO センターへ派遣してい
























































































































































































（1） 基本的には日本 NPO センターへ職員を派遣した経験のある自治体を含めた地方公共団体
を指すが、広義の意味においては、中央省庁を始めとする国の機関も包括する意味合いに
おいて使用する。
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